
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石油増税断固反対を訴え総決起大会 

佐藤副会長の発声で、来賓議員とともに石油増税反対のシュプレヒコールをしました 

＜大会スローガン＞                                                      
①さらなる石油増税や炭素税導入には絶対反対  ②自動車用エネルギーへの不公平な課税を許すな！     
③これ以上ガソリンスタンドを減らすな！       ④液体合成燃料の社会実装化を、官民一体となって急げ！ 
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公正取引の実現 ＳＳ経営高度化 災害時対応 政治支援の獲得

過去最多 109 議員とともにシュプレヒコール！ 
 

石油流通議連の逢沢会長 主催者挨拶する森会長 

自民党の宮沢税調会長 意見開陳をする出光副会長 

決議文を読み上げる    
西尾会長 

公明党の西田税調会長 

全石連（森洋会長）、全国石油政治連盟（西尾恒太会長）、石油連盟（木藤俊一会長）は 2022 年 11 月

16 日、都内のホテルで「石油増税反対総決起大会」を開きました。コロナウイルス感染防止のため出席

人数を例年の３分の２程度に抑え、全国の石商理事長・油政連会長ら約３２０人が参集し、自民党石油流

通問題議員連盟会長の逢沢一郎議員をはじめ、自民党税制調査会の宮沢洋一会長、公明党税制調査

会の西田実仁会長ら過去最多の１０９人の与党議員とともに、消費者の税負担抑制と石油サプライチェー

ンの維持強化に向け、政府・国会に増税絶対反対と液体合成燃料の社会実装化の加速を訴えました。 

大会では、主催者を代表し森会長があいさつ、鈴木康公石連副会長と出光泰典全石連副会長が意見開

陳し、西尾油政連会長が読み上げた大会決議を満場一致で決議し、佐藤義信全石連副会長の発声で、

４つの大会スローガンでシュプレヒコールを上げました。大会後には参加者が地元選出国会議員を歴訪し

決議内容などを陳情しました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２年連続で１８０億円の補正獲得 
石油流通議連の協力支援でＳＳの事業再構築・経営力強化を補

政府は 2022 年 11 月 8 日に 22 年度

補正予算を閣議決定し、年末までの臨

時国会で可決成立しました。 

また、12 月 23 日には 23 年度当初予

算案も決定し、石油流通業界向けに

69・7 億円を閣議決定しました。 

 カーボンニュートラル（ＣＮ）社会に向

けたＳＳの事業再構築・経営力強化を

後押しし、石油製品の安定供給体制を

確保するため、ＳＳの設備投資や人材

育成を支援します。エネルギー需給に

おいて、ＣＮ社会に向けた変化が加速

していくものの、当面の間、石油がエネ

ルギー供給の大宗を占めていくことが

見込まれるため、石油の安定供給基盤

となっているＳＳネットワークの維持・強

化に向け、石油販売業者の事業再構

築やＳＳの経営力強化を図っていく方

針です。 

補助対象設備は、昨年度の補正予算

で措置した、①べーパー回収設備（計

量機、荷卸し設備）②地下タンク・配管

の更新工事③地下タンク撤去・漏洩防

止対策工事（内面ライニング施工、電気

防食システム、精密油面計、ＳＩＲ＝統

計学による漏洩監視システム）④省エ

ネ型洗車機⑤官公需システム（タブレッ

ト端末、レシート発行機、カードリーダ

ー）⑥ＰＯＳシステム⑦省エネ型タンクロ

ーリー⑧セルフＳＳのタブレット型給油

システム⑨灯油タンクスマートセンサー

の９つの設備・機器に加え、新たに、２

０１１年の東日本大震災以降に導入し、

老朽化が進んでいる⑩中核ＳＳ自家発

電設備更新支援。また、⑪ＳＳの総合エ

ネルギー拠点化・デジタル化に対応し

た人材育成支援も併せて行うこととしま

した。 

23 年度当初予算は 70 億円 「中核ＳＳ」の入替えなど支援 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２３年度の与党税制改正大綱が 12 月 16 日に決まりました。来年３月末に適用期限が終了する農

林漁業用Ａ重油に係る石油石炭税の免税および還付制度については、これまでの適用期限３年から５

年に延長することとなりました。従来は３年延長が繰り返されてきましたが、今回は異例の５年延長とな

りました。 

 また、内航運送用船舶燃料や農林漁業用軽油等を対象とする石油石炭税のうち地球温暖化対策税

分の還付措置については、３年延長となりました。さらに、中小企業関係税制のうち中小企業者等の法

人税の軽減税率の特例は２年延長です。 

２０２３年度税制改正大綱決定  

農林 A 重油の免税・還付は５年延長 

官公需推進に向け政治的アプローチ実施 

統一地方選を機に県会議員や地方議会などに要望活動 

上記記事の通り、石油流通問題議員連盟が石油組合が取り組んでいる「災害協定と官公需の一体的取

り組み」を支援する方針を決定したことから、全石連の災害対策・官公需部会（宇佐美三郎部会長）は１月

１２日に緊急の部会を開き、今年４月の統一地方選に向けて各組合と油政連県連が、官公需問題につい

て政治的アプローチを行うよう要請することとしました。 

これまで地方自治体や国の出先機関向けの官公需契約に関しては、各自治体等の契約関係部局との交

渉を中心に行ってきましたが、地自体側の財政難などに加え「経済合理性や公平性」などの理由から、一

般競争入札で行う方針を変えてきませんでした。 

官公需部会では「災害時の燃料供給協定は締結しても、平時における官公需契約に関しては一般競争

入札で行うスタンスを変えないのでは、いいとこ取りにしかなっていない」などの声が上がり、これまでに県

議会での質問や決議を通して一般競争入札から石油組合との一括随意契約を獲得した長崎石協や、一般

競争入札の入札参加要件として「管内に本社・支店・営業所を有する事業者」とする地域要件を獲得した北

海道などの取り組みを参考に、今後は政治的なアプローチによって、災害協定と官公需の一体的取り組み

の実現を求めていく方針を確認しました。 

石油流通議連総会でＳＳネットワークの維持策策定 

合成燃料の 

早期実用化  

ＳＳ過疎地 

対策の強化  

災害協定と官公需 

の一体化推進  

自民党石油流通問題議員連盟（逢沢一郎会長）は 11

月 16 日、参議院議員会館内で総会（写真）を開き、『ＳＳ

の新たな利活用をめざすプロジェクトチーム（座長＝田

中和徳会長代行）』がまとめた、ユニバーサルサービス

確保のためのＳＳネットワーク維持策を盛り込んだ「当

面のとりまとめ（２）」を満場一致で承認しました。この中

で、合成燃料の早期実用化に向けた官民連携や複数

の議員連盟による支援、ＳＳ業界に対する特別支援要

望の実現、災害協定と官公需の一体的取り組みの推進

などを盛り込むとともに、それぞれの施策・取り組みに

対する今後の検討課題も整理しました。 


